
 
資料３－１ 

医療保険給付関係情報の移転について（後期高齢者医療事務） 

 

１ 健康保険被保険者の資格情報の確認の必要性 

 番号法の一部改正による健康保険証・後期高齢者医療被保険者証の廃止（令和 6年 12

月 2日）に伴い、本市が行う医療費の助成に関する事務で、被保険者証によって情報

の確認を行っていたものについて、本市の庁内ネットワークを活用することにより職

員が被保険者の情報確認を行うことを可能とするため、番号利用条例の一部改正（同

年 9月 20日公布・施行）を行い、利用する特定個人情報に「医療保険給付関係情報

（※）」を追加した。 

（※医療保険給付関係情報：医療保険各法又は高齢者の医療の確保に関する法律による 

医療に関する給付の支給又は保険料の徴収に関する情報） 

  

＜参考＞健康保険証の廃止後の被保険者情報の確認方法 

 

 

２ 対象となる事務 

【対象事務①（条例改正により新たに医療保険給付情報の移転を開始する事務）】 

ア 心身障害者の医療費の助成に関する事務 

イ ひとり親家庭等の医療費の助成に関する事務 

ウ 精神障害者の入院医療費の助成に関する事務 

エ ぜんそく等の小児指定疾病の医療費の助成に関する事務 



 

【対象事務②（改正前条例から独自利用事務として規定されていた事務）】 

オ 生活保護法に準じて行う生活に困窮する外国人に対する保護の措置に関する事務 

 

３ 移転する情報 

 【上記「２ 対象となる事務」のアからエまでの事務】 

「保険の種類」「保険者番号」「保険者名称」「保険者住所地」「被保険者氏名」「被保険者

性別」「被保険者生年月日」「「住所」「記号」「番号」「枝番」「資格取得日」「資格喪失日」 

 

【上記「２ 対象となる事務」のオの事務】 

「保険の種類」「保険者番号」「保険者名称」「被保険者氏名」「住所」「記号」「番号」「枝番」 

 

４ 特定個人情報の移転に係るリスク対策  

 ・システム責任者において、福祉システム操作記録のログを取得し、定期的に確認する。 

 ・番号法関連法令及び番号利用条例に定められた事務についてのみ行う 

 ・移転先とデータ利用に係る協議を行い、事前に協議した情報及び対象職員に限り、福祉

システム内の閲覧権限を付与する。 

 

５ 移転開始時期 

 健康保険証の廃止時期（令和６年１２月２日）にあわせてシステムにおける確認を開始 


